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研究成果の概要（和文）：本研究では、多国籍企業の行動を考慮したとき、政府が課す法人税率や企業に与える
補助金額が、世界の経済厚生を最大にする税率や補助金額なのかどうかを理論的な分析を行った。そして、①失
業が存在するときと②政府が自国企業と他国の多国籍企業に違う税率を課すときの二つの場合について分析し
た。①では、国の市場規模が大きければ法人税率が高く、生産費用の増加が各国の法人税率の減少の要因になっ
ていることを明らかにした。②では、多国籍企業にだけ特別に安い税金を課したり補助金を与えたりすると、非
効率な水準の海外直接投資を誘発することになり、世界全体の経済効率を損なうことが分かった。

研究成果の概要（英文）：This project investigates to compare the corporate tax rate or subsidies for
 multi-national firms in the competitive equilibrium with theses that the supra-national government 
determines to maximize the world social welfare level. Two main studies were conducted in this 
project. One study analyzed the optimal corporate tax rate in the presence of unemployment. This 
study showed that countries with larger markets impose higher tax rates and that higher production 
costs decrease the corporate tax rate. The other study analyzed whether governments impose different
 tax rates or subsidies on home and multinational firms. The study found that imposing lower 
corporate taxes or subsidies only on multinationals will increase inefficient foreign direct 
investment. As a result, this study showed that the welfare level in the world is lower than the 
optimal level.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
一つ目の研究によって、世界的な法人税率を引き下げる潮流に関して、生産費用の増加がその理由の一つである
ことを理論的に突き止めることができた。そして、二つ目の研究によって、多国籍企業にだけ国内企業よりも安
い法人税率を課したり補助金を与えたりすることは望ましくないことを理論的に示すことができた。政府が外国
企業にだけ特別税率を下げたり補助金を与えたりすると、必要以上の企業が海外直接投資を行うことになり、社
会全体として非効率になってしまう。そこで、国際的に先進諸国は多国籍企業にだけ税金を減免したり補助金を
与えたりしないように協調すべきである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
私の研究目的は、政府の法人税減税や様々な補助金政策が経済厚生に与える影響について
理論的に分析することであった。近年、世界中の国々で法人実効税率を引き下げたり、研
究開発や新規事業を支援したりする取り組みが積極的になされている。日本の法人実効税
率は、平成 26年度に 34.62％、平成 27年度に 32.11％、平成 28年度に 29.97％と年々減
少している。イギリスでは 2020 年には法人税率を現在から 2％下げて 18％にする予定で
ある。OECD 諸国の平均でみると、1985 年には約 50％だった法人実効税率が 2005 年には
36.7％に下がっている。次に研究開発費総額対 GDP 比に注目すると、全体的に増加傾向が
見て取れる。また、アベノミクスの第三の矢である平成 27年度産業競争力強化のための
重点施策に関する報告書によると、日本政府は積極的にイノベーションやベンチャー支援
を行うとしている。なぜ、世界中の国々が法人税減税を行ったり、企業に様々な補助金政
策を行ったりしているのか。この研究での目的はこの要因について理論的に明らかにする
ことである。 
法人税減税や企業への様々な補助金政策には、経済厚生に対して 3つの効果があると考

えられる。3つの効果とは、（1）マイナスの効果、（2）プラスの効果、（3）負の外部性、
である。（1）マイナスの効果は、直接効果で減税や補助金による財政支出増加により、税
率を上げることからもたらされる負の効果である。（2）プラスの効果とは、法人税減税や
補助金によって企業の参入を増やしたり他国の企業を自国に移動させたりする効果であ
る。企業数が増えることで税収増加や雇用増加、輸入量の減少による輸送にかかる費用の
削減などが見込まれる。その結果、国民の実質所得が上昇し、経済厚生を上昇させる。
（3）負の外部性とは、ある国の政策が外国の企業数に影響を与えてしまうという効果で
ある。例えば、日本が法人税を減税することで、外国の企業が日本に拠点を移し、外国の
税収や雇用が減少してしまう、という負の外部性である。したがって、このような外部性
が発生することで、両国にとって法人税を減税しすぎていたり、過剰に補助金を課してし
まったりしている可能性がある。 
 
 
２．研究の目的 
１で述べた法人税減税や企業への様々な補助金政策による三つの効果より、自国の経済厚
生だけでなく外国の経済厚生も考慮に入れると、法人税減税は本当に適切なのか、企業へ
の様々な補助金政策は適切なのか、最適な法人税率や企業への補助金額はどの程度なの
か、という疑問が生じる。そして、本研究の目的は、経済理論モデルを構築しこれらの疑
問に答えることである。 
 
 
 
３．研究の方法 
完全雇用下で企業行動を考慮に入れた法人税競争に関する分析を行う上で、Haufler 

and Stahler (2013) や Ogawa and Ono (2016)の論文を参考にしてモデルの拡張を行っ
た。もちろん、企業行動を考慮に入れた租税競争について分析を行った研究はたくさん存
在する。その中でも Haufler and Wooton (1999, 2010)や Ludema and Wooton (2000)や
Borck and Pflüger(2006)の研究内容を参考にして、法人税競争が与える影響について分
析を行った。そして、不完全雇用下で企業行動を考慮に入れた法人税競争に関する分析を
行う上で、以前の研究（Morita, Sawada, and Yamamoto (2020)）で、失業と補助金競争
に関する研究を行ったので、この研究と完全雇用下で企業行動を考慮に入れた法人税競争
に関する研究とを統合することで、不完全雇用下で企業行動を考慮に入れた法人税競争に
ついて記述できる。 
 
 
 
４．研究成果 
2 で述べた疑問に答えるために、二つの論文に研究成果をまとめた。 
 
1.  
不完全雇用下で企業行動を考慮に入れた法人税競争に関する理論的研究を行った。研究の
結果は大きく分けて二つある。まず一つ目の結果は、市場規模が大きい国ほど法人税率が
高くなるということだ。市場規模が大きいとそれだけで多国籍企業を引き寄せる要因にな
り、政府はある程度高い税率を課しても多国籍企業が国内から退出しないことになる。一
方で、市場規模の小さい国は、市場規模の大きい国よりも自分の国に立地してもらうため



に税率を低くして多国籍企業を引き寄せようとする。したがって、市場規模の大きい国の
政府は小さい国の政府に比べて高い法人税率を課す。 
二つ目の結果は、生産費用の増加が各国の法人税率の低下の要因になっている、というこ
とである。今、ある国（国１）の生産費用が高まったと仮定しよう。生産費用が高くなっ
た国１は多国籍企業にとって生産費用が高いので立地する誘因は小さくなる。すると、多
国籍企業が他国（国 2）へと流出してしまう可能性が出てくる。国１は他国へと流出して
しまう多国籍企業を引き留めるために法人税率を引き下げようとするのである。一方で他
国（国 2）にはどのような影響があるのか。他国には二つの相反する効果が存在する。一
つは、相手国（国 1）の生産費用が相対的に高くなったので、多国籍企業は国 2に立地す
る誘因が高まる。その結果、国 2の政府は法人税率をある程度高くしても生産費用の高い
国 1へは多国籍企業が流出しないと考えるので、法人税率を高い水準に設定する効果であ
る。もう一つの効果は、国１が多国籍企業を引き寄せるために法人税率を下げるので、国
１の行動に引きずられて、国 2の政府も同様に法人税率を下げるという効果である。 
 
 
2． 
多国籍企業の行動を考慮に入れた上で、政府が自国企業と外国の多国籍企業との間で差別
的課税を課すべきかどうか、という問題に取り組んだ。その結果、三つの結果を得ること
ができた。 
一つ目の結果は、自国企業と外国の多国籍企業との間で差別的課税を課すときに、自国企
業より外国企業に対して安い税金を課すことが分かった。なぜなら、外国企業に安い税金
を課すことで多国籍企業の自国での立地を促すことができ、その結果税収を得ることがで
きるのと同時に安く財を取得できるようになるからである。また、外国企業に課す税金
は、自国企業と外国企業とを差別しないときに比べて安い税金になっていることが理論的
に分かった。一方で自国企業に課す税金は、差別しないときと比べて安くなる場合がある
ことが分かった。 
 二つ目の結果は、差別的課税を行うべきか否かという問題である。差別的課税を行った
ときと行っていないときの経済厚生を比較すると、差別的課税を行っていないときの方
が、経済厚生が高いことが分かった。差別的な課税を行うことで、社会に必要以上の多国
籍企業を生み出すことになり、多国籍企業による輸送費用の減少の効果よりも固定費用の
増加の効果が上回り、差別的課税は望ましくないことが分かった。 
三つ目の結果は、多国籍企業数に関する結果である。自国企業と外国企業との間で差別的
課税を課す場合、外国企業に安い税金を課し外国企業の海外直接投資を促すことから、差
別的課税を行うと、海外直接投資が増えることが分かった。しかし、両国の経済厚生を考
えると、海外直接投資が増えることは、世界の経済厚生を減少させることになり、差別的
課税を行うと海外直接投資は過剰であることを示した。 
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